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貴族院民選議員選挙を通じてみた
地主層の性格 奈良県の事例
山 岡 栄 市






























を通 じての考察であ り,実証的調査に基づ くも
のではない。また,貴族院議員の選挙などにつ
いて記述することはいささか非現代的であるこ



















































ず る所得(田 畑宅地等の貸与,山 林伐採より生




































































































































〔備考〕 奈良県行政資料(奈 良県立図書館蔵)に よる。
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挙の名簿 と推定される。第1回 に比べ5人 の新
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ど山村の 多い所から6名が進 出 した ことにな
る。就中,土庫の地租納税額は僅か1.3%に過
ぎず,所 得税比率は98.6%(土地より生ずる所












































































林 業 五 条 町
林業,酒造業 上 市 町
農 業 明 治 村
会社員 八 木 町
②新 しく15位以 内に入 った者(7人)
注O印 はT7年 以前に15位以内に
ランクされたことのある人を示す。
5位 米谷勘治郎 酒 造 業
8位森本 千吉 譱輦灣
010位谷 甚四郎 農 業
012位平井 太郎 公 吏
13位浅沼猪之吉 土木請負業
14位山本 作三 金銭貸付業






























醤 油 醸 造 業
会 社 員
銀 行
建 築 請 負 業








































































































大 野 啓 吉
安 田 亥九郎















































































































































































































する貸地料,山 林立木の 販売などが ふくまれ
る)や,商 業及び工業収入に課せられた所得税
額は きわめて少かった(表5参 照)。京都の例






















1位 田部 長 右 衛 門3,080円400.40勿















































の平均171haに比較 して その規模は はるかに
小 さい。耕地の割に人口の多いこと,自作農へ
の独立 と商工業への転進などが耕地の分散化を











































































































の地 主規模 は小 さく,ま たその数 も少 なか った
ことが知 られ る。
大 正10年3月 の農商務省農務局 の調査 による
と50ha以上 の 地主総数 は 全国 で3,223,うち
東北6県 では計625(全国の19%),近畿2府5
県で は105(〃3%)に 過 ぎない。滋賀1,京
都3,和 歌山4,奈 良5,兵 庫51,大阪22であ
る。次 いで大正13年の調査に よると,奈 良県下
の50ha以上 の地 主は 表7の ごと くであ る。 こ
れ らの地主 の うち連続6回(M,23～T.14)互
選名簿 に登載 され たのは木本元吉(孫二郎)であ
り,安 田太 四郎(多三郎)は5回,山 中太兵衛は
M.37年以降4回,西 川はM.23年以降3回,谷

























































































































































業を営み,そ の資本力を もって周辺はい うまで
もなく遠 く宇陀郡内にまで土地所有を拡大 した
(後記)。五条町の栗山も先祖伝来の土地集積












図III土 地 所 有 の 集 中rと分 散 の 例
(注)1.㊥ は山中家,② は安田家,⑲ は栗山家の所在地。○の中の…数字は各家所有土地の村内集中度(%)を示す。
(⑮のY家 は65°0の所有土地を自村明治村にもっていた)





表8土 地 所 有 の 集 中 と分 散
M.23












































































































②M.44年の数字はM.23年に比べての変化(4人 のみ継続で,あ との11人は新しい登載者)で あ
るQ






































第3回 選挙(M.37)か ら互選名簿に 登載 さ
れ て きた山中家は添上郡 明治村大字北之庄 にあ
る。同家 の地主的成長 の過程 につ いて詳かに し
得 ないが,M.23年,30年選挙の 互選名簿 に登
場 しない同家がM.37年には第2位 へ と躍進す
る。37年当時の国税総納額 は1,691円489,うち
地租 は1,028円909(地租率60.8),所得税 は662
円58(39.2%)であ る。所得税 としては,① 土
地 よ り生ず る所得407円614,②商業254円966で
ある。前者は主 として小作人等 に対す る貸地料
で あると推定 され るがその実態 を把握 し難い。
また商 業所得の内容 も明 らか にし得 ない。
次に その所有地 は居村 の明治村 で64.6%をし
め,隣 …接の辰市村で24.0%,東市村 で9.7%,
帯解村で1.6%で ある(図IV参 照)。 このよ う
な所有形態か らみていわゆ る手作地主 とか村方
地主の類型に属す る もの と推定 され る。小作人
の 自作化aに 伴 い居村の耕地率 もT.7に58%
へ と稍々減少 し,東 市村 で も24%→16%へ と
減 少 してい る。 それを反映 してか,同 家 の互選
名簿の順 位はM.44年に6位,T.4年 に7位,
T.14年に9位 へ と低下す る。 他産業 に 対す る
農業 の 地位の 相対的低下 も考 えられ る。(因 み
に,山 中太兵衛 はT.1年 当時,資 本金10万円
を投 じて無 限責任 山中銀行 を郡山町に創設 し,
自 ら行主 となっている)。それ に して もT.13年
の土地所有高 は60.6ha(田59.2ha,畑1.4ha)
の大地主 であ り,戦後 の農地 開放時 には60.6ha
(小作人 の数237戸)を 開放 した県下最大 の地
主 であった。
2)山林地主 粟山藤作家
栗山家は 「江戸時代は薬種 ・荒物商 としてそ
の地盤を築 き,寛 政7年(1795)五条代官所 が
かけや
設置 され て以後掛屋 として幕府 の公金 の取扱 い
を通 じて一層発展 した」由であ る(『五条市誌』
上巻,S.33年刊,p.612)。M.23年の互選名簿
で は県下第3位 の高額所得者 にラン クされ,そ
の国税 総納額 は655円995,うち地租高558円585
(85.2%)で他 は所得税 であった。当時 の土地
所有状況 をみ ると居村 の五条町で22%(凡 そ16






































































年以降多額 の林業所得 のあった ことが想像 され
る。図 皿 でみ られ るよ うに,M.37年現在 では
安 田家 の土地所有の分散度 が,他 の二家 に比べ
す ぐれて 大 きい。T.13年 当時 は56.7ha(田
53,1ha,畠3.6ha)の土地 を所有 し,翌14年の
互選名簿では 多三郎 名義 で 第11位 に ラン クさ
れ,そ の職業は商 業か ら会社員 に変更 され てい
る。
地主 としての安 田家 の特徴 は,居 村 にお け る
土地所有率が低 く地租率 が多い ときで も4%,
これ に対 して近 郷 と くに盤城村 で37%(T.7
年),新 庄村25%・ 浮孔村12%(同 年)を 所有
し,最 も典型的な 寄生地主 で あった ことであ
る。T.13年の所有土地56.7ha,小作人75人で
あった(日 本農業発達 史調査会編 『日本農業発
達史』第7巻,1953,,p・760)。
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